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課
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事務事業開始年度 20
根拠法令等

　〃 終了予定年度

事務事業の概要
現在市内3保育園で実施している地域子育て支援センター事業の充実を図るため、ひろば型(拠点型) 子
育て支援センタ- を新たに開設する。

　計　画　

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

章 安全で安心できるまち （第 1 章）

節 児童福祉 （第 3 節）

施策 子育て支援の充実 （第　 1 施策）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

育児をする家庭を支援するため、集約型の子育て支援センタ－を常設で開設する。

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

就学前の児童(主に乳児)の育児支援の拠点として独立した常設 のセンタ－を設け、遊び
の場の提供、育児相談、育児サ－クルへの支援等を実施する。 核家族化している現在、
子育て中の母親の育児不安の解消やリフレッシュ、子育て情報の発信等、子育て全般の
拠点となることを目指す。ファミリ－サポ－ト事業の機能(事務室)も合わせて持つこととす
る。

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

20年度
先行都市の運営実績などを参考に、センタ-の基本構想を固める。設置場所の調査をし、
予定地を決定する。

21年度 前3月で改装工事を実施し、8月を目途に開設を目指す。

22年度 通常運営

23年度
以降

通常運営

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 20年度予定額 21年度予定額 22年度予定額 23年度以降[毎年］

直接事業費

国支出金 2,903 4,355 4,355

道支出金

地方債

その他特財

一般財源 89 40,289 11,385 11,385

①合　計 89 43,192 15,740 15,740

人 　件 　費
（概算）

②人　数（年間） 0.50 2.00 2.00 2.00

③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

④＝②×③ 4,500 18,000 18,000 18,000

　総　事　業　費 ①＋④ 4,589 61,192 33,740 33,740



整理番号 32

２　指　標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

単位 20年度目標 21年度目標 22年度目標 最終目標

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

① 基本計画の策定

② センタ－の開設

③

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

① 利用の状況

人
【指標の定義（算式等）】

②

【指標の定義（算式等）】

３　評　価　

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4

現在保育園で実施している小規模型指定施設による
事業は利用が好調であるが、開設する日が限られて
いること、通常保育と平行で実施することが場所的に
困難なことなどから単独施設による開設が求められて
いる。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4
民間の空き店舗の活用により設置することにより、短
期間の準備期間で開設できる。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3

市立保育園の民営化により人員を振り向けれること、現在
の稲穂保育園での開設を集約することにより新たな人員
の登用はない。施設についても、民間の空き店舗の活用
により設置することにより、短期間の準備期間で開設でき
る。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

-
現在の利用状況を継続するので当面受益者負担は
求めない。

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3
特に最初から専用スぺ－スを持たない市立保育園で
の運営は通常保育との兼ね合いが難しいものになっ
ている。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

法律で実施が義務付けられている事務事業か 　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等で実施または協働して取り組むべきである。

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

現保育所で運営している地域子育て支援センタ－の利用が顕著であり利用者ニ－ズが高いこと、通常保
育所運営との共存に限度があることなどから早急に実施したい。

行革
本部

センター利用者が年々増えてきているなか、常設により開設日の拡大が図られることから妥当性は高い
が、公共施設の活用を含めた効率的な実施手法について検討が必要である。
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